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２－11　公害防止に関する税制上の措置

（平成14年４月１日現在）　

区　分 項　　目 対 象 施 設 等              優 遇 措 置 の 内 容               根拠法令

鉱山保安法第４条第２号の鉱さい、坑水、廃水又は鉱煙の処

理施設

水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設又は同条第

３項に規定する指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全特別措

置法第12条の２又は湖沼水質保全特別措置法第14条の規定に

より当該指定地域特定施設とみなされる施設を含む。）を設

置する工場等の汚水又は廃液の処理施設で一定のもの

大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設から

発生するばい煙の処理施設で一定のもの

大気汚染防止法附則第９項に規定する指定物質排出施設から

排出され、又は飛散する同項に規定する指定物質の排出又は

飛散の抑制施設で一定のもの

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定する

ごみ処理施設及び一般廃棄物の最終処分場並びに同法第15条

第１項に規定する産業廃棄物処理施設で一定のもの

大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設にお

ける窒素酸化物の発生を抑止し、又は著しく減少させるため

の燃焼改善設備で一定のもの

下水道法第12条第１項又は第12条の10第１項に規定する公共

下水道を使用する者が設置した除害施設で一定のもの

ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特定

施設から発生し又は排出されるダイオキシン類の処理施設で

一定のもの

　公共の危害防止のため設置されたもの（ただし既存の当

該施設又は設備に代えて設置する一定のものにあっては昭

和62年４月１日以後において設置されたものを除くものと

し、 は昭和52年６月18日以後に新設されたもの、 のう

ち一般廃棄物の最終処分場は昭和55年１月２日以後に取得

されたものに限る｡）のうち、平成14年３月31日までの間に

取得されたものについて、その課税標準を
１

６
に軽減する

（ただし、 については、その課税標準を
１

３
に軽減し、 に

ついては、その課税標準を
２

３
に軽減する｡)。

地方税法附則

第15条第５項

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第４項に規定する

産業廃棄物のうち廃油、廃プラスチック類その他一定のもの

の処理施設で一定のもの

湖沼水質保全特別措置法第３条第２項の指定地域内に設置さ

れる同法第15条第１項に規定する指定施設で一定のものから

生ずる汚水の処理施設で一定のもの

水質汚濁防止法第２条第５項に規定する特定事業場の設置者

又は、特定事業場の設置者であった者が設置する同法第２条

第２項第１号に規定する物質を含む地下水の水質の浄化施設

で一定のもの

平成12年度分及び平成13年度分に限りその課税標準を
１

３
に

軽減する。

（ただし、自動車破砕物処理施設で一定のものについては、

その課税標準を
２

３
に軽減する｡)。 地方税法附則

第15条第６項

　石油コンビナート等災害防止法第２条第９号に規定する特定

事業者が設置した流失油等防止堤で一定のもの

公共の危害防止のために設置されたもののうち、平成12年

４月１日から平成14年３月31日までの間に設置されたもの

について、その課税標準を
１

３
に軽減する。

地方税法附則

第15条第７項

　公共の危害防止のために設置された地方税法附則第15条第５

項第１号から第３号まで及び第５号から第８号に掲げる施設等

のうち、既存の当該施設等に代えて設置するものとして一定の

もの（昭和62年４月１日以後において設置されたものに限り、

同法第349条の３第３項又は第19項の規定の適用を受けるもの

を除く。）

平成12年度分及び平成13年度分に限りその課税標準を
１

２
に

軽減する（地方税法附則第15条第５項第７号に掲げるもの

については、その課税標準を
２

３
に軽減する｡)。

地方税法附則

第15条第８項

公共の危害防止のために設置された廃棄物の処理及び清掃に

関する法律第15条第１項に規定する産業廃棄物処理施設のう

ち同法第２条第４項に規定する産業廃棄物の焼却施設（平成

４年７月４日以後において設置されたものに限る。）で一定

のもの（地方税法第349条の３第３項、第４項又は第19項の

規定の適用を受けるものを除く）

大気汚染防止法第２条第５項に規定する一般粉じんの処理施

設で一定のもの（地方税法第349条の３第３項、第４項又は

第19項の規定の適用を受けるものを除く。）

大気汚染防止法第２条第１項に規定するばい煙の処理用施設

で一定のもの（地方税法第349条の３第３項、第４項又は第

19項の規定の適用を受けるものを除く。）

平成10年度分から平成13年度分に限り、その課税標準を
２

３

に軽減する。

地方税法附則

第15条第９項

固
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
定
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
資
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
産
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
税

課 税 標 準

の 特 例

　資源の有効利用の促進に資する廃棄物再生処理用の機械その

他の設備で一定のもの（地方税法第349条の３第４項の規定の

適用を受けるものを除く。）

平成12年４月１日から平成14年３月31日までに新たに取得

されたものについて、当初課税年度から３年度分に限りそ

の課税標準を
２

３
に軽減する（ただし、ガラスくず処理施設

及びアルミニウム再生処理施設で一定のものについては、

その課税標準を
３

４
に軽減する｡）。

地方税法附則

第15条第22項

不
動
産
取
得
税

非 課 税 　環境事業団が業務用に取得する不動産で一定のものの取得 　非課税

地方税法第73

条の４第１項

第19号
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区　分 項　　目 対 象 施 設 等              優 遇 措 置 の 内 容               根拠法令

非 課 税

　空港周辺整備機構が業務用に取得する不動産で一定のものの

取得 非課税

地方税法第73

条の４第１項

第19号の３

　事業協同組合等が環境事業団から産業公害を防止するための

工場又は事業場の集団化に必要な一定の施設を取得した場合の

当該施設の取得

　その課税標準たる価格から次の額を控除する。

価格×
譲渡しの対価の額－施設の引渡しを受ける時までに支払うべき額

譲渡しの対価の額

地方税法第73

条の14第７項
課 税 標 準

の 特 例
　空港周辺整備機構が平成16年３月31日までに業務の用に供す

る土地を取得した場合の当該土地の取得
　当該土地の価格の

２

３
に相当する額を価格から控除する。 地方税法附則

第11条第８項

不
　
　
　
　
動
　
　
　
　
産
　
　
　
　
取
　
　
　
　
得
　
　
　
　
税

納 税 義 務

の 免 除

　事業協同組合等が環境事業団から取得した産業公害を防止す

るための工場又は事業場の集団化に必要な建物の用に供する一

定の不動産等を５年以内にその組合員に譲り渡した場合の事業

協同組合等の当該不動産の取得

　納税義務を免除する。 地方税法第73

条の27の５第

１項

大阪府税条例

(以下｢条例｣

という。）

第42条の15の

５第１項

　電気自動車の取得 　平成15年３月31日までに取得した場合の税率は、現行の

税率から2.7％を控除した率とする。
地方税法附則

第32条第３項

条例附則第11

条第２項

　天然ガス自動車の取得 　平成15年３月31日までに取得した場合の税率は、現行の

税率から2.7％を控除した率とする。
地方税法附則

第32条第３項

条例附則第11

条第２項

　メタノール自動車の取得 　平成15年３月31日までに取得した場合の税率は、現行の

税率から2.7％を控除した率とする。
地方税法附則

第32条第３項

条例附則第11

条第２項

　ＮＯｘ・ＰＭ法の特定地域内における買い換え特例に係る特

定自動車排出基準適合車の取得

　ＮＯｘ･ＰＭ法の特定地域において、昭和58年以降の自動

車排出ガス規制に適合する一定条件のトラック・バス等を

廃車し、これに代わるものとして、一定期間内に特定自動

車排出基準に適合するトラック・バス等を取得した場合の

税率は、現行の税率から次に掲げる期間の区分に応じてそ

れぞれに定める率を控除した率とする。

①平成14年3月2日から平成15年3月31日まで　2.3％

②平成15年4月1日から平成17年3月31日まで　1.9％

③平成17年4月1日から平成19年3月31日まで　1.5％

④平成19年4月1日から平成21年3月31日まで　1.2％

地方税法附則

第32条第８項

条例附則第11

条第６項

　ＮＯｘ・ＰＭ法の特定地域外における買い換え特例に係る特

定自動車排出基準適合車の取得

ＮＯｘ･ＰＭ法の特定地域外において、昭和58年以降の自

動車排出ガス規制に適合する一定条件のトラック・バス等

を廃車し、これに代わるものとして、平成15年3月31日まで

に特定自動車排出基準に適合するトラック・バス等を取得

した場合の税率について、現行の税率から0.5％を控除した

率とする。

地方税法附則

第32条第９項

条例附則第11

条第7項

税率の特例

ハイブリッド自動車の取得 　平成15年３月31日までに取得した場合の税率は、現行の

税率から次に掲げる区分に応じてそれぞれの率を控除した

率とする。

　・バス・トラック………2.7％

　・バス・トラック以外…2.2％

地方税法附則

第32条第４項

条例附則第11

条第３項

自
　
　
　
　
　
動
　
　
　
　
　
車
　
　
　
　
　
取
　
　
　
　
　
得
　
　
　
　
　
税

課税標準額

の 特 例

　排出ガス性能のよい一定の燃費基準を満たす低燃費車（ハイ

ブリッド自動車を除く｡）の取得

　平成15年３月31日までに取得した場合の課税標準額は、

取得価格から30万円を控除した額とする。
地方税法附則

第32条第６項

条例附則第11

条第４項
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区　分 項　　目 対 象 施 設 等              優 遇 措 置 の 内 容               根拠法令

自
　
　
　
　
動
　
　
　
　
車
　
　
　
　
税

税率の特例

平成13年度に新車新規登録された自動車で一定要件を満たすもの。 平成14年度の自動車税から2年度間、自動車の環境に配慮

した度合いに応じてそれぞれの率を控除した税率とする。

①　電気自動車･天然ガス車･メタノール車

⇒税率より概ね50％軽減

②　低燃費車かつ最新排出ガス規制値より75％以上性能の

よい自動車

　　　⇒税率より概ね50％軽減

③　低燃費車かつ最新排出ガス規制値より50％以上性能の

よい自動車

　　　⇒税率より概ね25％軽減

④　低燃費車かつ最新排出ガス規制値より25％以上性能の

よい自動車

　　　⇒税率より概ね13％軽減

地方税法附則

第12条の３

条例附則第９

条

特
　
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
　
土
　
　
　
　
　
　
　
地
　
　
　
　
　
　
　
保
　
　
　
　
　
　
　
有
　
　
　
　
　
　
　
税

非 課 税

１　次にかかげる施設で公共の危害防止のために設置されるも

のの用に供する土地

鉱山保安法第４条第２号の粉じん、鉱滓、坑水、廃水及び

鉱煙の処理施設

水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設若しくは

同条第３項に規定する指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全

特別措置法第12条の２又は湖沼水質保全特別措置法第14条の

規定により当該指定地域特定施設とみなされる施設を含

む。）を設置する工場等の汚水又は廃液の処理施設で一定の

もの

下水道法第12条第１項又は第12条の10第１項に規定する公

共下水道を使用する者が設置する除害施設で一定のもの

水質汚濁防止法第２条第５項に規定する特定事業場の設置

者又は特定事業場の設置者であった者が設置する同法第２条

第２項第１号に規定する物質を含む地下水の水質の浄化施設

で一定のもの

大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設か

ら発生するばい煙の処理施設、同条第６項に規定する一般粉

じん発生施設から発生する粉じんの処理施設で一定のもの

大気汚染防止法附則第９項に規定する指定物質排出施設か

ら排出され、又は飛散する同項に規定する指定物質の排出又

は飛散の抑制施設で一定のもの

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定す

る一般廃棄物処理施設又は同法第15条第１項に規定する産業

廃棄物処理施設で一定のもの

悪臭防止法第２条第１項に規定する悪臭物質の排出防止設

備で一定のもの

騒音規制法第２条第１項に規定する特定施設（鉱山保安法

第２条第２項に規定する鉱山に設置される同種の施設を含

む｡)において発生する騒音を防止するための施設で一定のも

の

湖沼水質保全特別措置法第３条第２項の指定地域内に設置

される同法第15条第１項に規定する指定施設で一定のものか

ら生ずる汚水の処理施設で一定のもの

特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保

全に関する特別措置法第２条第５項に規定する水道水源特定

施設を設置する同条第６項に規定する水道水源特定事業場の

汚水又は廃液の処理施設で一定のもの

ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特

定施設から発生し、又は排出されるダイオキシン類の処理施

設で一定のもの

２　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の５第１項に規

定する廃棄物処理センターが同法第15条の６第１号から第５

号までに規定する業務の用に供する土地で一定のもの

３　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第20条の２第１項の規

定による登録を受けた者が当該登録に係る事業の用に供する

土地で一定のもの

４　産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法

律第９条第１項に規定する認定事業者で一定の者が同法第２

条第３項に規定する特定周辺整備地区において同法第９条第

１項に規定する認定計画に従って整備する同法第２条第２項

に規定する特定施設で一定のものの用に供する土地

　非課税
地 方 税 法 第

586条第２項
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区　分 項　　目 対 象 施 設 等              優 遇 措 置 の 内 容               根拠法令

５　広域臨海環境整備センターが広域臨海環境整備センター法

第19条第1号から第3号までに規定する業務又は同条第４号に

規定する業務のうち一定のものの用に供する土地で一定のも

の

６　工場立地法第６条第１項に規定する特定工場に係る同項等

の届出をした者が配置する環境施設で一定のもの

地方 税法 第

586条第２項

特
別
土
地
保
有
税

非 課 税

　環境事業団から譲渡を受けた環境事業団法附則第18条に規定

するばい煙処理施設等の用に供する土地

　非課税

地方税法附則

第31条の２第

１項

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第１項若しくは第

４項の規定による許可若しくは同法第９条の８第１項の規定に

よる認定を受けて、又は同法第７条第１項ただし書若しくは同

条第４項ただし書の規定により市町村の委託を受けて行う一般

廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の用に供する施設で一定の

もの

　非課税

地方 税法 第

701条の34第

３項第８号

環境事業団から中小企業支援法第２条第１項に規定する中小

企業者が譲渡を受けた環境事業団法第18条第１項第１号に規定

する建物で新築の日から５年以内に取得したことにより、新築

したとみなされる施設

　新増設に係る事業所税の非課税

地方 税法 第

701条の34第

７項第２号

中小企業支援法第２条第１項に規定する中小企業者が環境事

業団から譲渡を受けた環境事業団法第18条第１項第１号に規定

する建物で中小企業者の事業の用に供するもの（産業公害の防

止に資する一定のものに限る。）

　法人の事業である場合には平成14年４月１日以後に最初

に終了する事業年度分まで、個人の事業である場合には平

成14年分までに限り、資産割を非課税とする。

地方税法附則

第32条の３第

１項

新設が平成14年３月31日までに行われたものについて法

人の事業である場合には新設された日から５年を経過する

日以後に最初に終了する事業年度分まで、個人の事業であ

る場合には新設された日から５年を経過する日の属する年

分までに限り、資産割を非課税とする。

地方税法附則

第32条の３第

２項

非 課 税

産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律

第９条第１項に規定する認定事業者が同法第９条第１項に規定

する認定計画に従って整備する特定施設で産業廃棄物認定事業

者の事業の用に供するもののうち一定のもの

新増設が平成14年３月31日までに行われたときに限り、

新増設に係る事業所税を非課税とする。

地方税法附則

第32条の４第

６項

事
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
所
　
　
　
　
　
　
　
　
税

課税標準

の 特 例

鉱山保安法第４条第２号の粉じん、鉱さい、坑水、廃水又

は鉱煙の処理に係る施設（専ら当該施設の用に供する事業

所用家屋内に設置されるものに限る。以下同じ。）

水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設又は、同

条第３項に規定する指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全

特別措置法第12条の２の規定により当該指定地域特定施設

とみなされる施設を含む。）を設置する工場又は事業場の

汚水若しくは廃液の処理施設で一定のもの

下水道法第12条第１項に規定する公共下水道を使用する者

が設置する除害施設で一定のもの

大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設か

ら発生するばい煙の処理施設及び同条第６項に規定する一

般粉じん発生施設から発生する粉じんの処理施設で一定の

もの

大気汚染防止法附則第９項に規定する指定物質排出施設か

ら排出され、または飛散する同項に規定する指定物質の排

出又は飛散の抑制施設で一定のもの

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定す

るごみ処理施設及び同法第15条第１項に規定する産業廃棄

物処理施設で一定のもの

騒音規制法第２条第１項に規定する特定施設（鉱山保安法

第２条第２項に規定する鉱山に設置される同種の施設を含

む｡)において発生する騒音を防止するための施設で一定の

もの

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律第３条第14号に

規定する廃油処理施設

港湾法第２条第５項第９号に規定する港湾公害防止施設

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律に規定する特定事業者が、同法第２条第８項に規定する

再商品化の用に供する同法第15条第２項第６号に掲げる施

設のうち一定のもの

特定家庭用機器再商品化法第４条に規定する製造業者等が

同法第17条に規定する特定家庭用機器廃棄物の再商品化の

用に供する施設のうち一定のもの

ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特

定施設から発生し、又は排出されるダイオキシン類の処理

施設で一定のもの

　資産割及び新増設に係る事業所税について課税標準を

１

４
に軽減する

地方税法第

701 条 の 41

第１項第４

号
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区　分 項　　目 対 象 施 設 等              優 遇 措 置 の 内 容               根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第１項若しくは第

４項若しくは第14条の４第１項若しくは第４項の規定による

許可又は同法第15条の４の２第１項の認定を受けて行う産業

廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の用に供する施設のうち

一定の施設

広域臨海環境整備センター法第19条に規定する業務として行

う産業廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の用に供する施設

のうち一定の施設

浄化槽法第35条第１項の規定による許可を受けて行う浄化槽

の清掃の事業の用に供する施設のうち一定の施設

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律第20条第１項の規

定による許可を受けて行う廃油処理事業の用に供する施設の

うち一定の施設

容器包装に係る分別収集及び商品化の促進等に関する法律に

規定する特定事業者又は指定法人から委託を受けて再商品化

を業として行う者が行う再商品化の事業及び指定法人が行う

再商品化の事業のうち一定の施設

製造業者等又は特定家庭用機器再商品化法第32条第１項の規

定により指定された法人から委託を受けて再商品化を業とし

て行う者及び指定された法人が行う再商品化の事業の用に供

する施設のうち一定の施設

　資産割及び新増設に係る事業所税について課税標準を
１

４

に、従業者割について課税標準を
１

２
に軽減する。

地方 税法 第

701条の41第

１項第４号の

２

法人の事業である場合には平成15年４月１日以後に最初

に終了する事業年度分まで、個人の事業である場合には平

成15年分までに限り、資産割について課税標準を
１

４
に軽減

する。

地方税法附則

第32条の７第

４項

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第20条の２第１項の規定

による登録を受けた者が当該登録に係る事業の用に供する施設

で一定のもの

新増設が平成15年３月31日までに行われたときに限り、

新増設に係る事業所税の課税標準を
１

４
に軽減する。

地方税法附則

第32条の９第

４項

事
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
所
　
　
　
　
　
　
　
　
税

課 税 標 準

の 特 例

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に

関する法律第８条の２に規定する第１種区域内において同法第

９条の３第２項に規定する空港周辺整備計画に従って整備され

る土地に設置される施設で一定のもの

　新増設が平成15年３月31日までに行われたときに限り、

　新増設に係る事業所税の課税標準を
３

４
に軽減する。

地方税法附則

第32条の９第

５項

（注）１　この表は、公害防止に関する地方税の税制上の措置内容の概要をまとめたものである。

　　　２　所得税、法人税についての措置は、住民税、事業税についても適用される。


